
経営成績、財政状況に関する分析
Management Analysis of Operating Results and Financial Position
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2023年度の世界経済は、米国においては、金融引締め
による需要抑制効果が顕在化したものの、良好な雇用情勢
や実質所得の増加が個人消費を下支えし、政府の産業支援
策等により企業の設備投資にも力強さがみられ、景気は堅
調に推移しました。欧州においては、実質所得の改善が個
人消費を下支えしたものの、インフレや金融引締めの継続
に伴う景気の下押し圧力が依然として強く、エネルギー価
格高騰・供給制約による物価上昇の影響が残存したことも
あり、景気は低迷しました。中国においても、経済成長重
視の政策としてのインフラ投資が景気を下支えしたものの、
不動産市場の停滞に加え個人消費も回復の兆しが見えず、
景気は低迷しました。さらに、ロシア・ウクライナ情勢や
中東での軍事衝突等不安定な状況が継続しており、世界的
に先行きが不透明な経済環境が続きました。
わが国の経済は、雇用や所得環境の改善を背景に個人消

費に持ち直しの兆しが見られるものの、物価高による消費
下押しと、人手不足等による設備投資の遅延により、景気
の回復ペースは緩やかなものとなりました。
このような環境の下、当社グループでは、2030年にお
けるありたい姿を描き、そこへ向けての時間軸と領域を
明確にした「古河電工グループ ビジョン2030」（以下、「ビ
ジョン2030」という）からバックキャストして2025年に
目指す姿の達成を見据えて策定した中期経営計画「Road 

to Vision2030－変革と挑戦－」（以下、「25中計」という）
に基づき、「資本効率重視による既存事業の収益最大化」お
よび「開発力・提案力の強化による新事業創出に向けた基
盤整備」を推進しました。また、これらを下支えする「ESG

経営の基盤強化」に取り組みました。
「資本効率重視による既存事業の収益最大化」については、
成長性と収益性の観点から可視化された事業の位置付けに
基づき、資本効率性を意識した経営管理の推進に取り組
みました。また、情報通信ソリューション事業においては、
高付加価値製品の販売比率を高めることで製品ミックスの
改善による利益率向上を図りました。自動車部品事業にお
いては、顧客の生産計画の変更にも柔軟に対応できる体制
の整備に引き続き努めるとともに、販売価格の適正化に取
り組みました。
「開発力・提案力の強化による新事業創出に向けた基盤
整備」については、次世代のエネルギー源として期待され
る核融合※発電の開発を進める英国の顧客に対し当社グ

事業全体の状況、経営成績 ループは超電導線材を供給しておりますが、新たに同社に
出資する等、同社とのパートナーシップの強化を推進しま
した。また、国内においては、核融合発電を含むクリーン
エネルギーに関する事業の創出を目的とする協議会に参画
しました。さらに、日本国内において道路や鉄道等の社会
インフラの老朽化と労働人口の減少が進行する中、社会イ
ンフラ維持管理向けデジタルソリューションの受注活動に
注力しました。
「ESG経営の基盤強化」については、脱炭素社会および
水・資源循環型社会への貢献等を掲げた「環境目標2030」
の達成に取り組んでおり、一部の工場の全電力について実
質再生可能エネルギー由来電力化を実現する等、CO₂排出
量削減を進めました。また、従業員個々人と組織がともに
実行力を向上させ成長するため現状をモニタリングする調
査を実施し、その結果を踏まえた改善施策を事業活動に反
映していく「人材・組織実行力の強化」の取組みを実施しま
した。加えて、経営層がESGの取組みを一層推進するた
めの仕組みとして、新たにESG連動報酬を加えた役員報
酬制度の運用を開始しました。

2023年度の業績については、情報通信ソリューション
事業において顧客の投資抑制等による需要低迷により光
ファイバ等が減収となり、電装エレクトロニクス事業にお
いてワイヤハーネス等の自動車部品が増収となったものの、
グループ全体の売上は減少しました。損益面では、販売価

格の適正化等に取り組んだものの、売上の減少や原燃料価
格の上昇等により減益となりました。
これらの結果、連結売上高は1兆565億円（前期比0.9％
減）、連結営業利益は112億円（前期比27.7％減）、連結経
常利益は103億円（前期比40.5％減）となりました。投資
有価証券売却益120億円等を特別利益に、固定資産処分
損15億円等を特別損失として計上した結果、親会社株主
に帰属する当期純利益は65億円（前期比59.1％減）となり
ました。なお、海外売上高は5,452億円（前期比0.7％減）
で、海外売上高比率は51.6％（前期比0.1ポイント増）と
なりました。

財政状態の分析

2023年度末の資産の部では、合計が2022年度末に
比べ515億円増加して9,850億円となりました。受取手
形、売掛金及び契約資産が162億円、棚卸資産が114億
円、有形固定資産が94億円、投資有価証券が121億円増
加しました。
流動資産から流動負債を差し引いた運転資本は、2022

年度末に比べ111億円増加して1,169億円となりました。
有形・無形固定資産は、資本的支出で390億円の増加、
減価償却で390億円の減少のほか、除売却による減少等
により変動しています。
負債の部では、合計が2022年度末に比べ226億円増加
して6,270億円となりました。借入金、社債、コマーシャ
ル・ペーパーを含む有利子負債が3,330億円と2022年度

末比で92億円増加しました。
純資産の部では、合計が2022年度末に比べ289億円増
加して3,580億円となりました。その他の包括利益累計
額が252億円増加しました。この結果、自己資本比率は、
2022年度末比1.0ポイント上昇し33.3％となりました。

キャッシュ・フローの状況

2023年度末における現金及び現金同等物は、531億円
（前年度比＋11億円）となりました。
営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当
期純利益＋201億円、減価償却費＋390億円、有価証券
及び投資有価証券売却損益（△は益）△113億円、法人税
等の支払額又は還付額（△は支払）△111億円等により＋
319億円（前年度比△46億円）となりました。
投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の
取得による支出△364億円、投資有価証券の売却及び償
還による収入＋130億円等により△248億円（前年度比△
31億円）となりました。
財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによ
る収入＋296億円、長期借入金の返済による支出△254

億円、短期借入金の純増減額（△は減少）△120億円、コ
マーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少）＋75億円等
により△93億円（前年度比＋252億円）となりました。

利益配分に関する基本的な方針および配当

当社では、資本効率を重視した経営を目指し、成長戦略
投資や次世代新事業育成、財務体質の改善ならびに株主還
元のバランスをとることを、資本政策の基本方針としてい
ます。
この基本方針のもと、2025年度を最終年度として策定
した中期経営計画「Road to Vision2030－変革と挑戦－」
においては、利益成長を通じて企業価値向上を図るべく、
成長分野に重点的に投資するとともに、安定的かつ継続的
に株主還元していくこととし、親会社株主に帰属する当期
純利益の30％を目途として業績に連動した配当を行うこ
とを株主還元方針としています。
上記方針に基づき、当期の期末配当については、2024

年６月26日開催の第202回定時株主総会の議案（決議事
項）である「剰余金の配当の件」が原案どおり承認可決され、
１株当たり 60 円と決定しました。

※  核融合：強力な超電導マグネットで高温プラズマ（数億度）を閉じ込め、核融合反応で
エネルギーを発生させる。核融合の燃料の元は海水であり、二酸化炭素（CO2 ）を排出
せずに発電可能で環境負荷も低いことから、核融合による発電は次世代のエネルギー
源として期待されている。
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主要財務・非財務データ
Main Financial and Non-Financial Data

地域別データ

中期経営計画

（単位：百万円） 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度※4 2023年度

経営実績
（会計年度）

売上高 931,781 867,817 874,879 843,344 967,333 991,590 914,439 811,600 930,496 1,066,326 1,056,528

営業利益 25,456 17,873 27,116 38,623 44,804 40,842 23,565 8,429 11,428 15,441 11,171

経常利益 25,532 18,598 18,710 36,024 46,908 39,078 22,771 5,189 19,666 17,258 10,267

親会社株主に帰属する当期純利益 5,608 7,355 10,007 17,570 28,547 29,108 17,639 10,001 10,093 15,894 6,508

設備投資額 37,436 30,674 25,687 31,584 38,539 50,036 53,144 39,963 38,144 43,792 38,953

減価償却費 28,106 22,508 23,235 23,307 25,106 26,271 29,423 32,163 33,721 39,098 38,951

研究開発費 17,461 16,599 16,845 17,454 19,532 21,141 21,650 20,217 20,761 23,324 24,539

財務状態
（会計年度末）

純資産額 199,733 214,743 198,587 237,051 272,071 279,911 273,030 291,617 314,062 329,095 358,038

総資産額 714,845 734,125 705,725 750,126 808,632 818,021 794,616 832,044 935,876 933,469 985,007

自己資本 177,237 190,741 173,163 206,712 236,518 247,659 240,280 259,870 279,219 301,652 328,121

事業資産※1 294,333 307,688 298,228 319,588 341,825 364,456 386,176 387,832 444,800 461,822 482,573

棚卸資産 93,668 99,443 93,167 104,355 113,792 122,890 115,862 120,836 164,116 172,297 183,647

キャッシュ・フロー
（会計年度）

営業活動によるキャッシュ ・フロー 18,912 41,489 41,569 40,402 38,429 46,460 41,942 △ 479 △ 13,269 36,516 31,896

投資活動によるキャッシュ ・フロー △ 40,290 △ 23,533 1,947 △ 36,361 △ 34,319 △ 31,042 △ 33,119 △ 1,908 △ 40,074 △ 21,677 △24,794

財務活動によるキャッシュ ・フロー 29,917 △ 15,537 △ 20,942 △ 10,378 △ 1,943 △ 19,414 △ 171 35,140 35,020 △ 34,475 △9,322

1株当たり情報※2

（会計年度）
1株当たり当期純利益（円） 7.94 10.42 14.17 249.17 405.05 412.98 250.25 141.88 143.40 225.80 92.40

1株当たり純資産額（円） 251.02 270.15 245.26 2,933.21 3,355.77 3,513.58 3,408.86 3,686.36 3,967.08 4,285.15 4,656.93

財務指標

売上高営業利益率（%） 2.73 2.06 3.10 4.58 4.63 4.12 2.58 1.04 1.23 1.45 1.06

自己資本比率（%） 24.8 26.0 24.5 27.6 29.2 30.3 30.2 31.2 29.8 32.3 33.3

事業資産営業利益率（%）※3 8.6 5.8 9.1 12.1 13.1 11.2 6.1 2.2 2.6 3.3 2.3

自己資本利益率（ROE）（%） 3.3 4.0 5.5 9.3 12.9 12.0 7.2 4.0 3.7 5.5 2.1

総資産経常利益率（ROA）（%） 3.3 2.6 2.6 4.9 6.0 4.8 2.8 0.6 2.2 1.8 1.1

総資産回転率（回） 1.21 1.20 1.22 1.16 1.24 1.21 1.13 1.00 1.05 1.14 1.10

売上高と海外売上高比率 （単位：百万円） 2019 2020 2021 2022 2023
日本 495,658 435,195 461,450 517,358 511,296
中国 75,059 82,777 100,457 104,326 103,443
アジア（日本・中国を除く） 183,033 141,029 190,877 224,931 242,820
北米・中米 78,302 78,179 91,716 127,793 120,569
南米・欧州・他 82,386 74,418 85,994 91,915 78,400
連結売上高 914,439 811,600 930,496 1,066,326 1,056,528
海外売上高 418,781 376,403 469,046 548,967 545,232
海外売上高比率　（%） 45.8 46.4 50.4 51.5 51.6

各年度の3月31日現在。売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しています。

（年度）

2019 2020 2021 2022 2023
日本 342 316 288 255 200
中国 － 124 130 104 111
アジア（日本・中国を除く） － 97 110 122 114
北米・中米 － 86 89 74 54
南米・欧州・他 － 23 23 15 14
温室効果ガス排出量（スコープ1、2）の合計 742 648 640 571 493

各年度の3月31日現在。

（年度）Environment
温室効果ガス排出量（スコープ1、2） （単位：千 t-CO2e）

2019 2020 2021 2022 2023
日本 11,113 10,798 11,029 10,502 10,646
中国 5,045 4,791 4,859 4,180 3,622
アジア（日本・中国を除く） 23,219 23,062 25,976 28,200 30,395
北米・中米 7,843 6,739 5,809 5,137 5,294
南米・欧州・他 3,012 3,059 3,194 3,295 2,800
グループ従業員合計 50,232 48,449 50,867 51,314 52,757

各年度の3月31日現在。

（年度）Social
グループ従業員数 （単位：人）

2019 2020 2021 2022 2023
日本（単体を含む） 44 42 42 41 40
中国 18 17 18 19 18
アジア（日本・中国を除く） 35 33 33 34 34
北米・中米 12 14 13 13 13
南米・欧州・他 17 17 18 20 19
グループ会社数合計 126 123 124 127 124

各年度の3月31日現在。

（年度）Governance
グループ会社数 （単位：社）

百万円単位の金額は、表示単位未満の数字を切り捨てています。ただし、1株当たりの情報や財務指標は表示未満を四捨五入しています。 ※1　事業資産は、棚卸資産と有形・無形固定資産の合計です。　※2　2016年10月1日付けで、普通株式10株につき、1株の割合で株式併合を実施しています。
※3　事業資産営業利益率は、営業利益/事業資産です。
※4　（株）UACJ（持分法適用関連会社）の国際財務報告基準（ IFRS）任意適用開始により2022年度実績値の一部をリステイトしています。

Furukawa G Plan 2015 Furukawa G Plan 2020 Road to Vision2030
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気候変動関連データ

電力消費量と再生可能エネルギー（単位：GWh） 2019 2020 2021 2022 2023

単体
＋

国内グループ会社

購入電力（再生可能エネルギー以外） 499 468 480 343 212
購入電力（再生可能エネルギー） 0 0 2 99 188
自家発電（水力、太陽光） 113 93 97 94 95
全電力消費量 612 561 579 536 495

再生可能エネルギー比率（%） 18.5 16.6 17.1 36.0 57.2

単体
＋

国内グループ会社
＋

海外グループ会社

購入電力（一般分） 1,150 1,052 1,107 927 743
購入電力（再エネ分） 26 25  36 138 243
自家発電（水力、太陽光） 116 95  99 97 100
全電力消費量 1,292 1,172 1,242 1,162 1,086

再生可能エネルギー比率（%） 11.0 10.2 10.9 20.2 31.6

（年度）

温室効果ガス排出量売上高原単位 単位 2019 2020 2021 2022 2023

グループ 温室効果ガス排出量
売上高原単位 t-CO2e/百万円 0.811 0.798 0.687 0.535 0.466

（年度）

2019 2020 2021 2022 2023
CO2 139 115 121 116 105
SF6 32 28 7 37 42
スコープ1 172 143 128 153 147
スコープ2 570 504 512 418 346

スコープ1、2の合計 742 648 640 571 493

上流

カテゴリー 1：購入した製品・サービス※ 2,493 1,656 1,829 1,855 1,820
カテゴリー 2：資本財 187 158 134 154 137
カテゴリー 3： スコープ1,2に含まれない燃料およびエネ

ルギー関連活動※ 112 94 123 110 102

カテゴリー 4：輸送、配送※ 73 126 207 323 211
カテゴリー 5：事業から出る廃棄物 22 21 22 18 16
カテゴリー 6：出張※ 7 6 57 12 13
カテゴリー 7：雇用者の通勤 23 23 24 24 25
カテゴリー 8：リース資産 7 6 7 9 6

下流

カテゴリー 9：輸送、配送※ 11 9 141 9 23
カテゴリー 10：販売した製品の加工 － － 17 16 14
カテゴリー 11：販売した製品の使用※ 1,720 1,980 1,575 1,587 1,482
カテゴリー 12：販売した製品の廃棄※ 50 51 57 63 81
カテゴリー 13：リース資産 2 3 4 4 3
カテゴリー 14：フランチャイズ － － － － －
カテゴリー 15：投資※ 28 28 283 274 267

スコープ3の合計※ 4,735 4,161 4,480 4,458 4,200
スコープ1、2、3の合計※ 5,477 4,808 5,120 5,029 4,693

※2023年度に算定方法を見直し、2021年度に遡って再計算しました。

（年度）バリューチェーンにおける温室効果ガス排出量（単体＋国内グループ会社+海外グループ会社） （単位：千 t-CO2e）

安全・健康関連データ
単位 2019 2020 2021 2022 2023

単体 休業災害度数率 － 0.59 0.11 0.32 0.32 0.53
単体＋

国内グループ会社 休業災害度数率 － 0.32 0.21 0.25 0.38 0.39

単体 安全に関する研修を受けた従業員数 人 1,890 1,490 1,484 1,858 2,833
単体 健康に関する研修を受けた従業員数 人 6,271 7,391 6,626 9,684 15,106
単体 健康に関する研修の年間のべ時間 時間 2,929 2,803 1,944 3,277 2,195

休業災害度数率は、100万のべ実労働時間当たりの労働災害による死傷者数、（死傷者数/のべ実労働時間）×100万です。

（年度）

人的資本関連データ
単位 2019 2020 2021 2022 2023

連結 従業員数 人 50,232 48,449 50,867 51,314 52,757

単体

従業員数 人 3,925 4,084 4,201 4,267 4,335
　従業員に占める女性比率 % 10 12 12 12 13
平均年齢 歳 44.1 43.8 43.8 43.7 43.8
平均年間給与 千円 7,208 6,916 6,962 6,845 6,784
平均勤続年数 年 19.4 18.8 18.4 19.9 19.7
　男性平均勤続年数 年 20.8 20.2 19.7 20.3 20.3
　女性平均勤続年数 年 18.2 17.2 16.5 16.8 16.2
離職率 % 1.7 1.6 2.8 3.5 3.6
　男性離職率 % 1.8 1.6 2.6 3.4 3.7
　女性離職率 % 0.8 1.5 4.8 4.1 2.9

単体

管理職候補者人数 人 502 520 522 557 572
　管理職候補者層に占める女性比率 % 8.8 10 11 12 14
管理職層人数 人 940 964 1053 1,078 1,115
　管理職層に占める女性比率 % 3.4 3.4 3.8 4.8 5.4

単体

新卒採用者数 人 111 119 119 108 106
　新卒採用者に占める女性比率 % 28 28 20 27 34
新規採用者※1に占めるキャリア採用比率 % 26 23 36 45.7 48.8
障がい者の実雇用率※2 % 2.14 2.09 2.32 2.35 2.42

※1　新規採用者は新卒採用者およびキャリア採用者を示し、その対象は管理職層、総合職、一般職です。　※2　各年度の6月1日現在。

（年度）

サプライチェーン関連データ
単位 2019 2020 2021 2022 2023

単体
パートナー評価数（主要パートナー数） 社 199 198 248 260 230
パートナーズミーティング参加数 社 59 －※1 57 58 54

当社グループでは、お取引先様を、価値を共創する「パートナー」とお呼びしています。　※1  新型コロナウイルス感染症予防の観点から、パートナーズミーティングの開催を中止しました。

（年度）

知的財産（特許権）データ
単位 2019 2020 2021 2022 2023

単体

国内特許保有件数 件 5,288 5,107 5,175 5,106 5,205
　うち特許 件 4,523 4,388 4,423 4,364 4,455
　うち意匠 件 386 369 375 365 368
　うち商標 件 375 347 372 372 380
　うち実用新案 件 4 3 5 5 2

単体

外国特許保有件数 件 3,625 3,725 3,869 3,893 3,954
　うち特許 件 2,910 2,976 3,160 3,225 3,333
　うち意匠 件 267 274 228 187 161
　うち商標 件 394 404 408 411 405
　うち実用新案 件 54 71 73 70 55

件数の増減は、定期的な保有特許棚卸の結果を含みます。

（年度）

指標　（単位：社） 実績
2019 2020 2021 2022 2023 累計

SAQ（自己評価調査票）の重要項目に関する
パートナーとのコミュニケーション数 

古河電工 － － － 5 20 25
国内グループ会社 － － － － 34 34
海外グループ会社 － － － － 38 38

合計 5 92 97

（年度）

88 89FURUKAWA ELECTRIC GROUP INTEGRATED REPORT 2024

古
河
電
工
グ
ル
ー
プ
に
つ
い
て

経
営
戦
略

企
業
情
報
／
デ
ー
タ

経
営
基
盤



連結貸借対照表 （単位：百万円）

資産の部 前連結会計年度
（2023年3月31日）

当連結会計年度
（2024年3月31日）

流動資産

現金及び預金 47,432 48,895

受取手形、売掛金及び契約資産 229,550 245,712

有価証券 5,127 4,747

商品及び製品 65,755 73,088

仕掛品 38,556 43,899

原材料及び貯蔵品 67,985 66,659

その他 33,803 35,974

貸倒引当金 △1,389 △1,210

流動資産合計 486,821 517,767

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 247,121 263,129

機械装置及び運搬具 491,387 517,262

工具、器具及び備品 76,458 80,522

土地 33,473 33,971

リース資産 1,169 1,072

使用権資産 23,099 25,144

建設仮勘定 23,069 20,788

減価償却累計額 △626,488 △663,250

有形固定資産合計 269,288 278,640

無形固定資産

のれん 211 50

その他 20,024 20,234

無形固定資産合計 20,236 20,284

投資その他の資産

投資有価証券 119,552 131,694

出資金 4,262 1,290

繰延税金資産 9,428 8,563

退職給付に係る資産 8,900 11,241

その他 15,894 16,464

貸倒引当金 △915 △939

投資その他の資産合計 157,122 168,315

固定資産合計 446,647 467,240

資産合計 933,469 985,007

前連結会計年度
自 2022年4月1日
至 2023年3月31日

当連結会計年度
自 2023年4月1日
至 2024年3月31日

売上高 1,066,326 1,056,528
売上原価 909,622 897,535
売上総利益 156,703 158,993
販売費及び一般管理費
販売費 47,732 49,016
一般管理費 93,530 98,805
販売費及び一般管理費合計 141,262 147,821
営業利益 15,441 11,171
営業外収益
受取利息 1,095 1,875
受取配当金 1,423 1,150
持分法による投資利益 3,610 6,323
為替差益 1,668 －
その他 3,267 2,592
営業外収益合計 11,066 11,940
営業外費用
支払利息 6,334 9,238
為替差損 － 96
その他 2,914 3,509
営業外費用合計 9,248 12,844
経常利益 17,258 10,267
特別利益
持分変動利益 － 1,247
固定資産処分益 1,158 592
投資有価証券売却益 15,279 11,983
受取和解金 800 －
その他 404 1,084
特別利益合計 17,642 14,908
特別損失
固定資産処分損 1,187 1,453
投資有価証券売却損 0 714
投資有価証券評価損 356 771
特別退職金 － 540
その他 5,434 1,631
特別損失合計 6,979 5,110
税金等調整前当期純利益 27,921 20,064
法人税、住民税及び事業税 9,455 9,262
法人税等調整額 833 2,325
法人税等合計 10,289 11,587
当期純利益 17,631 8,476
非支配株主に帰属する当期純利益 1,737 1,968
親会社株主に帰属する当期純利益 15,894 6,508

負債の部 前連結会計年度
（2023年3月31日）

当連結会計年度
（2024年3月31日）

流動負債

支払手形及び買掛金 125,409 128,780

短期借入金 141,281 137,371

コマーシャル・ペーパー 28,000 35,500

未払法人税等 4,730 4,451

製品補償引当金 2,238 5,264

その他 79,365 89,526

流動負債合計 381,025 400,894

固定負債

社債 40,000 40,000

長期借入金 114,547 120,168

環境対策引当金 9,284 9,224

退職給付に係る負債 38,239 29,239

リース債務 12,548 12,517

資産除去債務 1,588 1,717

その他 7,140 13,207

固定負債合計 223,348 226,074

負債合計 604,373 626,968

純資産の部

株主資本

資本金 69,395 69,395

資本剰余金 23,179 23,178

利益剰余金 191,763 192,856

自己株式 △871 △691

株主資本合計 283,467 284,738
その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 10,669 12,218

繰延ヘッジ損益 191 1,195

為替換算調整勘定 9,606 25,286

退職給付に係る調整累計額 △2,282 4,682

その他の包括利益累計額合計 18,185 43,383

非支配株主持分 27,442 29,916

純資産合計 329,095 358,038

負債純資産合計 933,469 985,007

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

前連結会計年度
自 2022年4月1日
至 2023年3月31日

当連結会計年度
自 2023年4月1日
至 2024年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 27,921 20,064
減価償却費 39,098 38,951
受取利息及び受取配当金 △2,519 △3,025
支払利息 6,334 9,238
持分法による投資損益（△は益） △3,610 △6,323
為替差損益（△は益） △1,612 △4,651
持分変動損益（△は益） 112 △1,247
固定資産処分損益（△は益） 29 860
有価証券及び投資有価証券売却損益 
（△は益） △15,279 △11,269

受取和解金 △800 －
投資有価証券評価損益（△は益） 356 771
特別退職金 － 540
棚卸資産評価損 725 1,450
売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 5,775 △5,909
棚卸資産の増減額（△は増加） △3,419 △5,020
仕入債務の増減額（△は減少） △8,656 △3,884
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △3,997 2,037
製品補償引当金の増減額（△は減少） △986 2,882
その他 3,921 10,796
小計 43,392 46,262
利息及び配当金の受取額 5,296 6,478
利息の支払額 △6,442 △9,306
法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △6,529 △11,136
和解金の受取額 800 －
特別退職金の支払額 － △401
営業活動によるキャッシュ・フロー 36,516 31,896
投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の増減額（△は増加） 179 88
投資有価証券の取得による支出 △1,200 △691
投資有価証券の売却及び償還による収入 6,613 13,042
連結の範囲の変更を伴う
子会社株式の売却による収入 11,943 4,539

有形固定資産の取得による支出 △35,878 △36,419
無形固定資産の取得による支出 △3,378 △3,844
固定資産の売却による収入 2,302 351
短期貸付金の増減額（△は増加） △155 1,066
その他 △2,104 △2,928
投資活動によるキャッシュ・フロー △21,677 △24,794
財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（△は減少） 1,857 △12,025
コマーシャル・ペーパーの純増減額
（△は減少） △26,000 7,500

長期借入れによる収入 10,568 29,566
長期借入金の返済による支出 △13,000 △25,351
配当金の支払額 △4,234 △5,636
非支配株主への配当金の支払額 △1,204 △611
リース債務の返済による支出 △2,464 △2,805
その他 1 42
財務活動によるキャッシュ・フロー △34,475 △9,322
現金及び現金同等物に係る換算差額 2,750 3,018
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △16,885 798
現金及び現金同等物の期首残高 67,632 51,950
新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 1,197 275
合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 6 73
現金及び現金同等物の期末残高 51,950 53,098

連結包括利益計算書 （単位：百万円）

前連結会計年度
自 2022年4月1日
至 2023年3月31日

当連結会計年度
自 2023年4月1日
至 2024年3月31日

当期純利益 17,631 8,476
その他の包括利益
その他有価証券評価差額金 △ 2,329 941
繰延ヘッジ損益 △ 2,639 1,025
為替換算調整勘定 10,168 10,770
退職給付に係る調整額 613 6,532
持分法適用会社に対する持分相当額 3,829 7,242
その他の包括利益合計 9,643 26,512

包括利益 27,274 34,989
（内訳）
親会社株主に係る包括利益 24,815 31,706
非支配株主に係る包括利益 2,459 3,282

連結損益計算書 （単位：百万円）

連結財務諸表
Consolidated Financial Statements
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古河電工株価終値 （2019年4月1日～ 2024年3月31日）

証券コード 5801

上場証券取引所 東京証券取引所　プライム市場
発行可能株式総数 普通株式　250,000,000株
発行済株式総数 普通株式　  70,666,917株
株主数 普通株式　45,306名
1単元の株式数 100株

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目3番3号
みずほ信託銀行株式会社

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会 毎年6月
会計監査人 有限責任監査法人トーマツ
主な採用株価指数 日経225

株式の概況 （2024年3月31日現在）

1株当たり配当履歴

決算期（年度） 2019 2020 2021 2022 2023

中間 （円） 0 0 0 0 0

期末 （円） 85 60 60 80 60

年間 （円） 85 60 60 80 60

大株主の氏名 持株数（株） 持株比率（%）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 11,582,300 16.40
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 5,402,220 7.65
BNYMSANV AS AGENT/CLIENTS LUX UCITS NON TREATY 1 3,744,700 5.30
みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　みずほ銀行口　再信託受託者　株式会社日本カストディ銀行 2,413,500 3.42
株式会社日本カストディ銀行（信託口4） 2,269,800 3.21
朝日生命保険相互会社 1,365,050 1.93
古河機械金属株式会社 1,329,045 1.88
野村信託銀行株式会社（投信口） 1,221,000 1.73
みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　古河機械金属口　再信託受託者　株式会社日本カストディ銀行 1,091,900 1.55
みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　朝日生命保険口　再信託受託者　株式会社日本カストディ銀行 1,050,000 1.49

大株主の状況 （2024年3月31日現在）

注  1  持株比率は自己株式（50,535株）を控除して計算しています。
注2  株式会社みずほ銀行については、同社が退職給付信託として設定した上記株式2,413,500株とは別に、同社が保有する株式が173株あります。

株主総利回り （トータル・シェアホルダーズ・リターン）

決算期（年度） 2019 2020 2021 2022 2023
株主総利回り（%）
（比較指標：TOPIX）（%）

73.5
（88.2）

111.6
（122.8）

85.3
（122.3）

98.4
（125.9）

128.3
（173.9）

最高株価 （円） 3,305 3,115 3,110 2,668 3,290

最低株価 （円） 1,620 1,746 2,050 2,033 2,134

会社概要および株式・配当情報
Company Profile and Stock / Dividend Information

商　号 古河電気工業株式会社
Furukawa Electric Co., Ltd.

社　長 森平 英也

創　業 1884年

設　立 1896年6月25日

資本金
（2024年3月末） 69,395百万円

売上高
（2024年3月期）

1,056,528百万円（連結）
296,766百万円（単体）

従業員数
（2024年3月末）

52,757名（連結）
4,335名（単体）

本　社
〒100-8322
東京都千代田区大手町二丁目6番4号

（常盤橋タワー）

電　話 03-6281-8500

ウェブサイト https://www.furukawa.co.jp/

連結子会社
（2024年3月末） 109社

持分法適用関連会社
（2024年3月末） 14社

会社概要
監査部

戦略本部 経営企画部

サステナビリティ推進室

デジタルトランスフォーメーション
&イノベーションセンター

広報部
戦略人事部
人材・組織開発部
マーケティング統括部

事業・プロセス変革チーム
次世代フォトニクス事業創造
プロジェクトチーム

自動車部品事業部門

研究開発本部 企画統括部

フォトニクス研究所
エレクトロニクス研究所
サステナブルテクノロジー研究所

マテリアル研究所
超電導製品部
知的財産部
地産地承エネルギープロジェクトチーム

ものづくり改革本部 企画統括部

NF生産推進室
資材部
設備部

安全推進室
通商・貿易統括部

品質管理推進室

リスクマネジメント本部 法務部

リスク管理部
総務部
秘書室

環境部
千葉事業所
日光事業所
平塚事業所
三重事業所
横浜事業所

情報通信ソリューション統括部門
ファイバ・ケーブル事業部門

ブロードバンドソリューション事業部門
ファイテル製品事業部門

エネルギーインフラ統括部門
電力事業部門
産業電線・機器事業部門

電装エレクトロニクス材料統括部門
導電材事業部門
銅条 ･高機能材事業部門

機能製品統括部門
AT・機能樹脂事業部門

メモリーディスク事業部門
銅箔事業部門

サーマル・電子部品事業部門

財務本部 経理部
IR部
グローバルマネジメント室

営業統括本部 企画統括部

北海道支社

セールス統括部

中部支社
関西支社

東北支社

九州支社 沖縄支店

中国支社 四国支店
ソーシャルデザイン統括部

社 長

古河電工 組織基本図 （2024年4月1日現在）

出来高 終値 TOPIX
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主要な拠点（古河電工）（2024年4月1日現在）

北海道支社

東北支社

日光事業所
銅箔事業部門

中部支社

中国支社

沖縄支店

九州支社

三重事業所

関西支社
四国支店

本社
千葉事業所

羽田事業場
横浜事業所

平塚事業所

普通株式における所有者別株式分布 （2024年3月31日現在）

発行済株式総数
70,666,917株

自己株式

0.1%
50,535株

金融機関

42.1%
29,736,878株

その他国内法人

6.1%
4,304,658株

外国法人等

25.2%
17,818,811株

個人・その他

24.3%
17,149,508株

証券会社

2.3%
1,606,527株
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古河電気工業株式会社
戦略本部　サステナビリティ推進室

編集・発行元

古河電気工業株式会社
財務本部　IR部
〒100-8322　東京都千代田区大手町二丁目6番4号　常盤橋タワー

お問い合わせ先

統合報告書 2024 の発行にあたって
About Issuing of the Furukawa Electric Group Integrated Report 2024

2024年10月 
執行役員

戦略本部 サステナビリティ推進室長
増田真美

「古河電工グループ統合報告書2024」を発行す
るにあたり、ご挨拶申し上げます。
当社は、投資家をはじめとするステークホル
ダーの皆様に、当社グループの中長期的な価値創
造や企業価値向上に向けた取組みをご理解いた
だくことを目的として、2020年度から統合報告
書を発行しています。特に前回の統合報告書か
ら、有価証券報告書の「サステナビリティに関す
る考え方及び取組」との連携を強く意識し、読者
の皆様が有価証券報告書から統合報告書へと円滑
に読み進められるような記述内容への改善に取り
組んでいます。こうした中、2023年度は当社有
価証券報告書が金融庁公表の「記述情報の開示の
好事例集2023」（サステナビリティに関する考え
方及び取組の開示）の好事例に取り上げられまし
た。今回の統合報告書では、この好事例集で示
された「好事例として着目したポイント」を参照し、
機関投資家・アナリストの皆様の関心の高い記述
内容への取捨選択をより一層進めました。一方、
両報告書の役割分担の観点から、有価証券報告書
には掲載し難い役員メッセージは、統合報告書の
特色の一つになると考えています。今回は、トッ
プ、戦略本部長および財務本部長メッセージでは、
事業ポートフォリオ変革や資本コスト低減などと

いったテーマの内容のみならず、検討過程や議論
の様子も含めてご理解いただけけるような工夫を
しました。また、社外取締役メッセージでは当社
への期待感を一同からいただきましたので、ぜひ
ご一読ください。
今後も、統合報告書の質を高め、情報開示の充
実と透明性の向上を図るとともに、投資家をはじ
めとするステークホルダーの皆様との対話の促進
に努めていきたいと考えております。引き続き、
忌憚のないご意見・ご要望をお寄せください。

対象期間 2023年4月1日～ 2024年3月31日
（一部、2023年度以前や2024年4月以降の活動も含む）

発行時期 発行日：2024年10月31日
（次回発行予定：2025年10月）

対象組織 古河電工および国内外のグループ会社を対象としています。特定の地域や法人に限定される事項を報告する際には
その対象を明示します。

見通し等に
関する注意事項

この統合報告書には、当社グループの将来の戦略や業績に関する見通し等の記述が含まれていますが、これらは、
現時点で把握可能な情報に基づいて分析し反映しています。実際の戦略や業績は、今後、当社グループを取り巻く
環境変化により、これらと異なる結果になりうることをご承知おきください。

【編集方針】

【報告対象範囲等】

【情報開示体系、本冊子の位置づけ】

当社グループは、2012年度からESG（環境・社会・ガバ
ナンス）を含む非財務情報に、経営実績や戦略などの財務
情報を加えた「古河電工グループサステナビリティレポー
ト」を発行してきました。2020年度からは、当社グルー
プの中長期的な価値創造・企業価値向上に向けた取組みや
施策などについて、投資家をはじめとするステークホル
ダーの皆様によりご理解いただく目的で、「古河電工グルー

この統合報告書は、投資家をはじめとするステークホル
ダーの皆様によりご理解いただくために、当社グループの中
長期的な価値創造や企業価値向上に対して重要な財務情報と

「古河電工グループ統合報告書2024」について

非財務情報を簡潔に掲載しています。本統合報告書に掲載さ
れていない情報やより詳細な情報は、当社ホームページや各
種報告書に掲載しております。併せてご参照ください。

プ統合報告書」を発行しています。本統合報告書を通じて、
当社グループの価値観や歴史、現在の足元状況に加えて、
「古河電工グループ ビジョン2030」達成に向けた経営上
の重要課題およびESG経営の基盤強化となる気候変動や
人的資本、コーポレートガバナンスの取組みなどについて、
ご理解いただければ幸いです。編集に当たり、下記を参照
いたしました。

統合報告書

サステナビリティブック
https://furukawaelectric.disclosure.site/ja/themes/175

   

財務 非財務

羅
網

細
詳

約
要

コーポレートサイト
https://www.furukawa.co.jp/

IR情報
https://www.furukawa.co.jp/ir/

サステナビリティ情報
https://furukawaelectric.disclosure.site/ja

中期経営計画
https://www.furukawa.co.jp/ir/management/feature.html

財務・業績情報
https://www.furukawa.co.jp/ir/achievements/

有価証券報告書・四半期報告書
https://www.furukawa.co.jp/ir/library/sr/index.html

決算発表・FACTBOOK  
https://www.furukawa.co.jp/ir/library/finalreport/index.html

コーポレートガバナンス報告書
https://www.furukawa.co.jp/company/governance.html

TCFD提言に沿った情報開示
https://furukawaelectric.disclosure.site/ja/themes/199

知的財産報告書
https://www.furukawa.co.jp/rd/ip-report/

古河電工時報
https://www.furukawa.co.jp/rd/review/

統合報告書

サステナビリティブック
https://furukawaelectric.disclosure.site/ja/themes/175

   

財務 非財務

羅
網

細
詳

約
要

コーポレートサイト
https://www.furukawa.co.jp/

IR情報
https://www.furukawa.co.jp/ir/

サステナビリティ情報
https://furukawaelectric.disclosure.site/ja

中期経営計画
https://www.furukawa.co.jp/ir/management/feature.html

財務・業績情報
https://www.furukawa.co.jp/ir/achievements/

有価証券報告書・四半期報告書
https://www.furukawa.co.jp/ir/library/sr/index.html

決算発表・FACTBOOK  
https://www.furukawa.co.jp/ir/library/finalreport/index.html

コーポレートガバナンス報告書
https://www.furukawa.co.jp/company/governance.html

TCFD提言に沿った情報開示
https://furukawaelectric.disclosure.site/ja/themes/199

知的財産報告書
https://www.furukawa.co.jp/rd/ip-report/

古河電工時報
https://www.furukawa.co.jp/rd/review/

 IFRS財団「国際統合報告フレームワーク」
 IFRS財団「 IFRSサステナビリティ開示基準」
 IFRS財団「SASB業種別スタンダード」
  経済産業省「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス2.0」
   経済産業省「気候関連財務情報開示に関するガイダンス3.0」

お問い合わせフォーム
https://inquiry-fec-form.spiral-site.com/ir?id=ir&_ifbs-ir=s1_input
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